
危機管理部

危機管理消防課

Ⅰ 防災総務費

１ 危機管理、国民保護及び防災意識の普及・啓発を実施した。

・防災力向上事業

２ 地震体験車による地震体験や、家具固定に関する講座・実習等、県民の防災意識向上の

ための出前教室を実施するとともに、老朽化した地震体験車の更新を行った。

・実施回数：268回　

・受講者　：21,445人

３ 防災教育・啓発の拠点施設である津波防災教育センター内津波映像シアターの管理運営

用事業 を行った。

４ 石油コンビナート等の防災対策を推進するため、県石油コンビナート等防災本部の運営

対策事業 及び防災資機材の整備等を行った。

５ 消防救急無線について、広域化（県域ネットワーク整備）・共同化（施設等共同利用）

営事業 を図る消防救急デジタル無線共通波システム及び県多重無線網の運営並びに更新に係る

再整備工事を行った。

６ 大規模災害発生時の初動対応等に必要な燃料を中核給油所及び小口燃料配送拠点に備蓄

した。

Ⅱ 消防連絡調整費

１ 県内消防体制の充実強化を図るため、消防団の活性化及び消防功労者表彰等を行った。

２ 危険物施設に対する設置及び変更許可、完成検査等の保安対策指導を行うとともに、危

対策事業 険物取扱者に対する免状交付及び保安講習を行った。

３ 救急業務の高度化及び救急救命士の資質向上を推進するため、救急救命協議会の運営及

び救急救命士の養成等を行った。

・救急救命士養成数　　　13人

４ 消防職員及び消防団員等を教育訓練するための消防学校の運営及び施設の維持管理を行

った。

（ 予 算 額 ） （ 決 算 額 ）

危機管理・国民保護対策 19,319 18,411

出張！減災教室事業 74,228 74,228

津波防災教育センター活 9,475 9,378

石油コンビナート等防災 20,343 18,390

消防救急デジタル無線運 678,167 676,418

危険物取扱規制及び保安 13,331 13,056

救急高度化推進事業 6,995 6,768

災害時燃料安定供給事業 798 798

消防行政等一般指導事業 9,673 9,254

・許可件数 37件 ・検査件数 34件

・免状交付件数     2,260件

84,117消防学校管理運営事業 85,887
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Ⅲ 鉄砲火薬ガス等取締費

１ 火薬類による災害の発生防止等のため、火薬庫に対して所定の技術上の基準に適合して

いるか定期検査を実施した。

〔保安検査実績〕

・火薬庫

２ 高圧ガスによる災害の発生防止等のため、高圧ガス製造事業許可（第一種製造）を受け

た事業所に対し、製造設備が所定の技術上の基準に適合しているか定期検査を実施した。

〔保安検査実績〕

・高圧ガス製造事業所

３ ＬＰガス料金高騰の影響を受けた県内一般消費者等について、令和６年４月から８月ま

援（第３期）事業 での利用料金に対する支援を実施した。

４ ＬＰガス料金高騰の影響を受けた県内一般消費者等について、令和６年10月から令和７

援（第４期）事業 年１月までの利用料金に対する支援を実施した。

防災企画課

Ⅰ 防災総務費

１ 地域防災力向上事業 地域や企業等での防災活動の中心的な担い手である地域防災リーダーを育成するため、

防災に関する知識、技術を学ぶ講座「紀の国防災人づくり塾」を開催した。

・開催期間：令和６年10月27日～12月１日のうち３日間

・開催場所：田辺市

・修了者数：189人

２ 総合防災情報システム運 県・市町村・消防本部・防災関係機関をネットワークで結び防災情報の一元化・高度化

営事業 ・共有化を実現する総合防災情報システムを運営した。

３ わかやま防災力パワーア 防災体制・対策の充実・強化を図るため、「わかやま防災力パワーアップ補助金」によ

ップ事業 り、市町村が実施する防災・減災対策に対して総合的に支援した。

４ 災害時緊急支援（移動県 災害発生時に被災地等に職員を派遣し、現地の情報収集や連絡調整を実施するため、行

庁）整備事業 政事務用パソコンやタブレット端末等の資機材の維持管理を行った。

５ 地震・津波観測情報の収 （国研）防災科学技術研究所から地震・津波の観測情報の提供を受け、県が津波の規模

集強化事業 や到達などの予測を行い、関係機関に情報の提供を行うシステムを運営した。

６ 避難発令支援情報提供事 市町村が避難情報の発令の判断を早期かつ的確に行えるよう、短長期の精度の高い降水

火薬類、猟銃等取締事業 1,657 1,611

　　３件

高圧ガス保安事業 4,100 3,921

　　16件

ＬＰガス料金高騰対策支 1,240,168 1,236,766

ＬＰガス料金高騰対策支 1,061,664 1,026,688

翌年度繰越額

2,692

1,752 999

536,992 433,391

翌年度繰越額

92,605

170,000 136,704

14,315 11,288

28,517 28,368

3,950 3,950
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業 予測情報を提供した。

７ 災害時避難促進事業 南海トラフ地震などの大規模災害時の的確な避難を促進するため、防災ポータルアプリ

「和歌山県防災ナビ」を運用した。

８ ドローンを活用した防災 県民の安心・安全の確保につなげるため、防災分野におけるドローンの活用及び市町村

・減災対策事業 における運用体制の構築に対して支援した。

９ 地震・津波被害予測調査 中央防災会議による南海トラフ巨大地震の被害想定の見直しを受け、より詳細なデータ

事業 等を用いた地震被害予測や津波浸水想定の実施に向けてデータ分析を実施するとともに、

検討委員会を開催した。

１０ 避難所環境改善推進事業

　（前年度繰越分）

１ 総合防災情報システム運 振興局の機能強化を図るための体制決定を受けて、振興局における災害対応の機能性向

営事業 上に不可欠な防災情報システム端末の移設を実施した。また、移動系防災行政無線の再

整備を実施した。

災害対策課

Ⅰ 防災総務費

１

の関係機関と連携した和歌山県総合防災訓練を実施するとともに、令和６年11月５日を

中心に約112,600人が参加した「世界津波の日」地震・津波避難訓練を実施した。

２ 防災ヘリコプター「きしゅう」を活用し、県防災航空隊による各種災害等への迅速な対

業 応を行った。

〔防災ヘリコプター「きしゅう」緊急運航状況〕

・救急活動（23回）、救助活動（15回）、 火災防御活動（５回）、広域航空応援活

  動（８回）

３

和６年能登半島地震の被災自治体を支援するため、職員派遣を実施した。

8,022 8,021

6,164 5,756

67,527 58,571

翌年度繰越額

5,406

112,612 15,917 災害時の避難所環境改善に向けキッチンコンテナを導入した。

翌年度繰越額

95,963

52,660 47,030

災害対応力強化事業 15,298 5,226 迅速かつ円滑な災害応急対応を実施するために要する備蓄品等を購入するとともに、令

防災訓練の実施事業 南海トラフ地震などの大規模災害を想定し、令和６年10月16日に自衛隊や警察、消防等

防災ヘリコプター運営事 392,200 370,162

5,097 4,569
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